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プライバシーポリシーとは

ü企業が消費者や顧客、株主、取引先に向けて個⼈情報保護の
⽅針を⽰すためのもの



研究背景

デジタル⾰新が進む社会で, 個⼈情報の扱いは増加
2022年４⽉より改正個⼈情報保護法が施⾏

度重なる法改正に、企業のプライバシーポリシーが
追い付いていない



2022年改正個⼈情報保護法、何が変わっ
た？

① 利⽤停⽌・消去等の請求権
② 保有個⼈データの開⽰請求
③ 漏えい等報告・本⼈通知の義務化
④ 個⼈関連情報
⑤ 仮名加⼯情報
⑥ 外国にある第三者への提供(越境移転)



2022年改正個⼈情報保護法、何が変わっ
た？

◂個⼈関連情報▸

閲覧履歴 買い物かご 位置情報

代表例：cookie

◂越境移転▸

本⼈同意取得時に、以下の情報を提供
  ⑴ 移転先の所在国の名称
  ⑵ 当該外国における

 個⼈情報の保護に関する制度
  ⑶ 移転先が講ずる個⼈情報の保護のための措置

▸



誤解を⽣むプライバシーポリシー

ü必要な情報を⾒つけにくい
ü公表すべき事項が記載されていない
ü全⽂を読んでもらえない



リサーチクエスチョン

        Q1 企業のプライバシーポリシーに、法改正がどの程度
       反映されているか？
      Q2  どの業種が法改正に対応しているか？
           していないか？
       Q3  どんな表現が分かりやすいのか？
           分かりにくいのか？

       ゴール ▸ 企業のポリシーを正しく利⽤者に
 伝える改善案の提案



問題点

プライバシーポリシー

調査の難しさ

「良い」「悪い」の

定量化の難しさ
＝



解決策①：⼿動プライバシーポリシー調査

調査対象 ▸ 22業種198社
評価者 ▸ 専⾨知識を持たない
 20代の男⼥各1名

調査項⽬ ▸ 個⼈関連情報
    越境移転

調査の結果に基づき、
プライバシーポリシーを分析

◂評価者１▸
学部4年⽣
男性

◂評価者２▸
学部4年⽣
⼥性



解決策②：⾃動プライバシーポリシー調査

⽅法：使⽤語彙に注⽬

◂良い語▸

「委託」
「外国」
「制度」
「地域」
「保護」

 ◂悪い語▸

「外的環境」
「第三者」
「提供」
「適宜」
「把握」 

MeCabを利⽤した
形態素解析

▼
使⽤頻度で評価

具体的な地名を
記載している可能性が⾼い

具体的な記述を避け公表事項を
曖昧にしている場合がある



調査結果１
越境移転 個⼈関連情報

業種 合計 ○ △ × ー ○割合(%) ○ ー ○割合(%)

百貨店・⼩売り 16 3 0 5 3 18.8 14 2 87.5

⾃動⾞ 8 1 1 4 2 12.5 6 2 75.0

⾷品 56 31 2 22 1 55.4 43 13 76.8

⾐料・⽣活⽤品 19 5 1 5 8 26.3 13 6 68.4

住宅設備 4 1 0 3 0 25.0 4 0 100.0

ゲーム 3 1 0 2 0 33.3 3 0 100.0

電気・精密機器 34 6 5 14 9 17.6 29 5 85.3

重・軽⼯業 4 1 0 3 0 25.0 3 1 33.3

運輸 5 1 0 3 1 20.0 2 3 40.0

スポーツ⽤品 6 0 3 1 2 0.0 5 1 83.3

情報通信 9 6 2 1 0 66.7 9 0 100.0

航空 2 1 1 0 0 50.0 2 0 100.0

レンタル 1 0 0 0 1 0.0 1 0 100.0

化粧品 5 1 0 1 3 20.0 4 1 80.0

ハウスメーカー 4 0 0 2 2 0.0 3 1 75.0

テーマパーク 2 0 0 2 0 0.0 1 1 50.0

組合 2 0 0 0 2 0.0 1 1 50.0

映画 1 0 1 0 0 0.0 1 0 0.0

医薬品 8 0 1 3 4 0.0 6 2 75.0

通信販売 4 2 0 0 1 50.0 0 1 0.0

警備 1 0 0 0 1 0.0 0 1 0.0

旅⾏ 4 4 0 0 0 100.0 4 0 100.0

○：条件3つ記述ある
△：条件1、2つ記述ある
×：条件の記述なし
ー：扱いなし

1. 情報通信, 旅⾏の
 記載が◎

2. ⾃動⾞, 電気・精密機器の
 記載が不⼗分



調査結果２
評価者A, Bの評価が〇で⼀致する企業

＝分かりやすい(24社)
◂特徴▸
・表や図による説明
・個⼈情報保護委員会の資料を活⽤
・プライバシーセンターでの解説

評価者A, Bの評価が不⼀致の企業
＝誤認を⽣む表現(38社)

◂特徴▸
・越境移転の参考情報の不⾜
・安全管理措置内での曖昧な説明
・⽂字リンクの使⽤



調査結果３
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改善案の提案１：外国の法整備に関する資料の呈
⽰

Before

After



改善案の提案２：クッキーポリシーの作成

AfterBefore



改善案の提案３：アイコン作成

表現したい状況

１. 越境移転しない
２. 越境移転する。国名を記載している。
３. 越境移転する。問い合わせで国名を確認できる。

２３ １



改善案の提案３：アイコン作成

問題番号 アイコンの有無 正答率(%) 平均回答時間(s)

1 1 83.3 55.7
2 0 66.7 61.5
3 1 91.7 36.7
4 1 83.3 36.2
5 0 83.3 37.7
6 0 75 38.7



結論

  Q1 企業のプライバシーポリシーに、
   法改正がどの程度反映されているか？

   Q2 どの業種が法改正に対応しているか？
      していないか？

   Q3 どんな表現が分かりやすいのか？
      分かりにくいのか？

      

A1 改正法を適切に反映している企業は12.6%

A3 個⼈情報保護委員会の資料や図表を⽤いると◎
 ⽂字リンクや参考資料の少ない説明は×

A2 情報通信(66.7%), 旅⾏(100%)の記載が◎
 ⾃動⾞(12.5%), 電気・精密機器(17.6%)の記載が不⼗分


